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コンプライアンス 

基本的な考え方
デンソーが社会から信頼・共感されるための基盤は、各国・地域の
法令順守はもちろん、グループ社員一人ひとりが高い倫理観を持っ
て公正・誠実に行動することであると考えています。この認識のもと、
2006年に社員一人ひとりの行動規範を明示した「デンソーグループ
社員行動指針」を制定し、研修や職場懇談会などにおいて、社員の
コンプライアンス意識啓発に活用しています（国内グループ会社を含
む）。また海外グループ会社でも、地域統括会社が各国・地域の法
令・慣習を反映した「地域版 社員行動指針」を作成し、コンプライ
アンスの徹底に努めています。

推進体制
デンソーは、1997年に担当取締役を委員長とする「企業倫理委員
会」（現在の「リスクマネジメント会議」）を設置しました。併せてグ
ローバルにおいては、各地域統括会社に「コンプライアンス委員会」
などの会議体や、「コンプライアンスリーダー」などの推進責任者を
設けるといった、コンプライアンスを推進するグローバル体制を構
築するとともに、各地域特性を考慮した組織体制の整備、通報制度
の導入・運営、啓発活動を進めています。

具体的な取り組み
教育・啓発
デンソーは、社員一人ひとりの意識向上を目的に、社員に対する各
種教育・啓発活動を継続的に実施しています。
　日本においては、階層別教育や各種コンプライアンス教育、「企
業倫理月間（毎年10月）」の設定など、コンプライアンスに関する社
員教育、啓発活動を実施しています。日本以外の各地域において
も、地域統括会社が中心となり社員への教育・啓発活動を実施して
います。

活動の点検・改善
デンソーは、コンプライアンス活動が十分浸透しているか、また、コン
プライアンス上の問題が潜んでいないかを点検する活動を行い、問
題があれば、必要に応じてトップマネジメントなどに報告し、再発防
止策を実施するなどの改善策を行っています。例えば、（株）デンソー
では、毎年、施策の浸透度や潜在リスクの把握を目的に「サステナ
ビリティサーベイ」を実施しています。

独占禁止法への対応
2010年2月の米国司法省による米国子会社（デンソー・インターナ
ショナル・アメリカ）への立入調査以降、従来取り組んできた独占禁
止法順守をさらに徹底するため、代表取締役を委員長とする「独占
禁止法コンプライアンス委員会」を設置しています。チーフ・コンプ
ライアンス・オフィサー（CCO）を委員長とする同委員会の指揮・監
督のもと、独占禁止法順守ルールをさらに厳格化し、順法教育の強
化や、より精緻な順法監査を実施するなど、デンソーグループ全体
で独占禁止法順守の再徹底を図っています。
　今後も独占禁止法コンプライアンス体制をより一層強化し、再発
防止の徹底を図るとともに信頼回復に努めていきます。

腐敗行為の防止
腐敗行為は、企業の正当なビジネスを阻害するだけではなく、テロ
組織や犯罪組織などの反社会的勢力の資金源につながる懸念が
あり、そのため、英国の贈収賄防止法（UKBA）や米国の海外腐敗
行為防止法（FCPA）の強化など、世界各国で腐敗行為に対する規
制が強化されています。

サステナビリティサーベイ【（株）デンソー】 
質問：社員行動指針を実践しているか?（「はい」と回答した比率）
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向などの情報を発信しながら、
サプライヤーから新技術の提案
や困りごと・要望を受け付け、未
来に向けてサプライヤーととも
に成長を目指していきます。
　デンソーにとってサプライヤー
は、オープンな対話と継続的なコミュニケーションを通じて互いに
成長・信頼していく仲間です。適正取引について社内外へ周知・徹
底するとともに、サプライヤーが困りごとを相談しやすい環境整備
と解決に努めます。

法令順守および自由・公正・透明な取引の実践活動
デンソーでは、調達部門自らが「自由・公正・透明な取引」の考え
方を浸透できるように、その考え方や行動規範が明記された「社員
行動指針」を全社員対象に配布するとともに、調達に関わる社員に
対しては、調達業務における順守すべき行動規範を示した「バイ
ヤーの心得」を配付し共有を図るなどの啓発を行っています。
　また、内部通報制度の活用を呼びかけ、取引における順守事項を
明確化した「コンプライアンス宣言」をサプライヤーと社内調達部
門に配布・共有するなど、コンプライアンスの徹底を図っています。
　今後も、サプライヤーとのパートナーシップ強化を図り、品質、技
術、コスト、納期、環境・安全・コンプライアンスなどに優れた部品・
材料・設備・サービスなどの調達を通してお客様に満足していただ
ける製品・サービスを提供し続けるとともに、相互の発展に努めま
す。デンソーは、お客様からサプライヤーまでサプライチェーン全体
の正の経済循環確立に一層取り組んでいきます。

情報セキュリティへの対応

巧妙化するサイバー攻撃への対応とデジタル化への備え
デンソーでは2021年度に北米および欧州のグループ会社におい
て、サイバー攻撃による不正アクセスを受けたことを確認しました。
このような事故を絶対に起こしてはならないという強い意思のも
と、①社員一人ひとりの意識を変え、基本動作を徹底するための再
教育・訓練、②AIなどの最新技術をさらに活用し、グローバルに検
知・監視する体制の強化、ならびに③重要サーバや機器に対する侵
入検知ツールなどIT技術を駆使したセキュリティ強化や日常的点
検の確実な実施で再発防止に努めています。
　また、自動運転やIoTなどの進展に伴い、クルマや生産施設など
へのサイバーリスク対策が大きな課題になっています。クルマを安
心・安全に利用していただくため、高度運転支援や自動運転などの
車載製品をサイバー攻撃から守る技術を開発し、確実に搭載すべく
独自の仕組み構築を行っています。さらに、工場ネットワークや生産
ラインなどへのセキュリティ対策を強化しています。

　加えて、社内のデジタル化を推進し、様々な情報が瞬時に必要な
社員に届き、活用できるようにすることで、仕事の質とスピードを高
めていきます。情報提供者の権利や利益などが損なわれることがな
いように、契約条件・法令順守をはじめ、あらゆる角度からリスクを
想定し、ルールの策定や管理・運用体制の構築などを進めています。

半導体需給逼迫への対応

自動車生産を支える安定供給への取り組み
半導体は多種多様な製品に使用されており、半導体を安定的に調
達できるかどうかは自動車の安定生産の要となります。半導体の需
給逼迫がグローバルで継続する中、半導体供給が滞ることで自動車
業界に与える影響は甚大です。デンソーでは「お客様に“良いモノ”
を“必ず”お届けする」という使命のもと、半導体の安定供給のため
に様々な取り組みを行っています。
　デンソーは、サプライヤーとの相互信頼関係・連携を強化し、安定
供給基盤の確立に向け取り組んでいます。市場動向が大きく変化す
る環境下で中長期にわたる生産計画が立てにくい中、将来の製品動
向や技術動向および生産計画などをデンソーからサプライヤーに積
極的に情報発信し、年単位で中長期の半導体調達契約・発注を行う
ことで、安定して部品を供給する基盤づくりに取り組んでいます。

サプライヤーと一丸となった供給リスクの未然防止
2021年度から、サプライヤーの工場火災を防ぐための防火点検活
動や、サイバー攻撃による生産停止や機密情報漏洩を防ぐための
情報セキュリティ点検活動を行っています。実際にサプライヤーの工
場に足を運び、防火体制や情報セキュリティ体制の改善活動に一丸
となって取り組むことで、サプライチェーン全体でのリスク未然防止
活動を行っています。
　自然災害などのリスク発生を想定した活動としては、標準化・代
替性向上とリスク在庫確保の取り組みを行っています。リスクが発生
した際に、サプライチェーン全体でバックアップ生産ができるように、
サプライチェーンの奥深くまで部材標準化や複数工場生産などの代
替手段確保を促進する活動です。サプライヤーがつくりやすい部材
へ設計面での見直しを進めるとともに、サプライヤーとの連携を密
にして複数工場で生産できる構えを実現していきます。
　リスク在庫の取り組みでは、東日本大震災以降、地震などの自然
災害リスクへの備えとして、部材ごとに一定量のリスク在庫を保有し
ています。万が一、サプライヤーが自然災害などにより被災した際
に、生産復旧までの必要な期間分のリスク在庫を保有することで、お
客様への供給を継続できるような構えを整備しています。
　CASEの進展に伴いデンソーにおける半導体需要がますます拡大
する中、今後もサプライチェーン全体での安定供給基盤確立に向け
た取り組みを継続・強化していきます。
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 売上収益（左軸）   営業利益（右軸）   営業利益率

2022年度の売上収益は、車両減産の影響は一部継続するも、電動化・先進安全製品の
拡販などにより、過去最高収益となりました。営業利益は、外部環境悪化の影響はあるも
のの、操業度益と合理化、変動対応力の強化により、過去最高利益となりました。

 設備投資額（左軸）   減価償却費（左軸）   売上収益減価償却費率（右軸）

インバータやGSP3など、電動化・先進安全製品のグローバル量産体制構築など、注力
分野への投入を加速させつつも、規律を持った投資精査や成熟分野からのリソーセス 
シフトにより、設備投資額は前年度の水準を維持し、売上収益減価償却費率を低減させ
ています。

 資産合計（左軸）   親会社所有者帰属持分（自己資本）（左軸） �  
 親会社所有者帰属持分比率（右軸）

資産合計は、物流混乱などに対応する一時的な在庫の積み増しによる増加がありました
が、政策保有株式の売却などにより、前年度比同水準となりました。親会社所有者帰属
持分は利益剰余金の増加により増加しました。

 当期利益（左軸）   ROE（右軸）   ROIC（右軸）�

注力領域である電動化・先進安全事業の成長と、各地域での構造改革など、ROIC経営
の成果が表れ、2022年度のROEは、株主資本コストを上回る7.3%となりました。
※ ROIC（投下資本利益率）＝親会社の所有者に帰属する当期利益／投下資本
　 投下資本は前年度末および当年度末の実績を平均して算出
　 投下資本＝親会社の所有者に帰属する資本＋有利子負債

 研究開発費（左軸）   売上収益研究開発費率（右軸）

電動化、半導体、次世代先進安全技術など、注力分野への投入を行い、前年度比+240
億円となりました。一方、AI活用などを含めたソフトウェアを中心とした開発の自動化・
効率化を加速しており、売上収益研究開発費率は前年度比−0.9ポイントとなりました。

 支払配当金（左軸）   自己株式取得金額（左軸）   DOE（右軸）

長期安定的に配当水準を向上するという方針のもと、DOEを前年度比+0.1ポイント向上
させました。また、2021年度に引き続き、自己株式の取得を1,000億円実施し、株主還
元を強化しています。

財務情報の詳細については、 「有価証券報告書」をご覧ください。
https://www.denso.com/jp/ja/-/media/secure-investors/securities/2023/securities-doc-100.pdf

財務ハイライト

Facts & Figures

収益性・成長性

将来投入

安全性・レバレッジ

収益性

将来投入

株主還元

　デンソーは、「デンソーグループサステナビリティ方針」に基づき、
高い倫理観をもって健全かつ公正な事業活動に努め、贈収賄や違
法な政治献金・寄付、あるいは脅迫・強要・横領などの違法・不当
な手段で利益や便宜を供与したり、マネー・ロンダリング、不正な国
際送金あるいは反社会的勢力への資金提供などに関与することが
ないように、デンソーが事業活動を行うすべての地域・国の腐敗防
止に関する法令を順守した行動の実践に努めています。主な取り
組みとしては下記の通りです。

（1）贈収賄防止関連法への対応
事業・環境の急速な変化に即応するため、各国・地域の公的機関・
公務員との協働の機会の増加も予測されることから、デンソーでは、

「贈収賄防止コンプライアンス委員会」を設置しており、チーフ・コン
プライアンス・オフィサー（CCO）を委員長とする同委員会の指揮・
監督のもと、贈収賄防止コンプライアンス活動を進めています。
　贈収賄防止の基本方針として、「贈収賄防止グローバルポリシー」
を制定し、同方針に基づき社内規程をグローバルに整備し、贈収賄
を防止する仕組みを運用するとともに、社員への啓発・教育を推進
しています。
　サプライヤーに対しても、贈収賄防止を含む「サプライヤーサス
テナビリティガイドライン」を周知、自己点検を展開し、サプライヤー
による贈収賄防止にも取り組んでいます。

（2）インサイダー取引の防止
証券市場の公正性と健全性の確保、株主・投資家の信頼確保のた
め、デンソーは、取締役副社長を委員長とする「内部情報委員会」
およびその実務を運営する「内部情報検討会」を設置し、インサイ
ダー取引防止の徹底に取り組んでいます。
　また、内部情報管理と役員・社員の自社株式などの売買時の行
動基準に関する社内規程・細則を定め、「社員行動指針」にインサ
イダー取引の禁止を明記したり、定期的にコンプライアンス教育を
実施するなど、社員のインサイダー取引防止の意識浸透に努めてい
ます。

（3）適正な会計処理と記録保持
会計不正につながる簿外取引や架空取引その他の虚偽の取引また
はその誤解を与えるような取引を行わず、国際会計基準および各
国の法令・会計基準に従った適正な会計処理を実施できるように、
経費処理・棚卸などに関する会社ルール・手続きを策定・整備し、
イントラネットによる情報共有や経理コンプライアンス教育の実施
などを通じ社員に周知徹底しています。

　また、すべての取引および資産の処分について合理的に詳細で、
正確かつ公正に反映した会計記録（帳票や帳簿など）を作成し、保
持しています。

税務コンプライアンスへの対応
デンソーでは、適正な納税を通じて企業の社会的責任を果たすとい
う考え方のもと、税務ガバナンスの統括責任者を取締役・最高財務
責任者（CFO）とし、税務コンプライアンス体制の構築や維持・改善、
税務リスク発生時の対応および税務プランニングを行っています。
　また、「デンソーグループ グローバル税務方針」を制定し、各国
の法令を順守して適正な納税を行うことは企業が果たすべきもっと
も基本的かつ重要な社会的責任の一つと捉え、社員への教育施策
の推進、国際取引ルールの順守、適正な会計処理や会計記録（帳
票や帳簿など）の作成・保持など、税務コンプライアンス向上にデン
ソーグループ全体で取り組んでいます。

2022年度 地域別納税額� （億円）

地域 納税額

日本 552.94

北米 31.17

欧州 30.83

豪亜 393.50

その他 59.95

合計 1,068.39

　今後も引き続き、社員一人ひとりのコンプライアンス意識を
高めるための仕組みを充実・強化していくとともに、デンソーグ
ループ全体のコンプライアンス体制のレベルアップに向け、グ
ループと連携してプログラムの強化・充実を図っていきます。

詳細情報は当社ホームページ「サステナビリティ」をご覧ください。 
コンプライアンス：�
https://www.denso.com/jp/ja/about-us/sustainability/gover-
nance/compliance/

税務コンプライアンスについては、 
当社ホームページ 「税務ガバナンス」をご覧ください。
https://www.denso.com/jp/ja/about-us/sustainability/gover-
nance/tax-policy
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https://www.denso.com/jp/ja/-/media/secure-investors/securities/2023/securities-doc-100.pdf
https://www.denso.com/jp/ja/about-us/sustainability/governance/compliance/
https://www.denso.com/jp/ja/about-us/sustainability/governance/tax-policy
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